
 

   

  

  

                                                   

 

 

国税庁が公表している「相続税の申告のしかた」（令和6年分用）によると、名義預金等については、以下のようなＱ＆Ａによって注意を喚起しています。 

Ｑ＆Ａ 家族名義の財産は？ 

問： 父（被相続人）の財産を整理していたところ、家族名義の預金通帳が見つかりました。この家族名義の預金も相続税の申告に含める必要があるのでし

ょうか。 

 

答： 名義にかかわらず、被相続人が取得等のための資金を拠出していたことなどから被相続人の財産と認められるものは相続税の課税対象となります。し

たがって、被相続人が購入（新築）した不動産でまだ登記をしていないものや、被相続人の預貯金、株式、公社債、貸付信託や証券投資信託の受益証券等で

家族名義や無記名のものなども、相続税の申告に含める必要があります。 

 相続税の税務調査では、家族名義の金融資産について、家族名義の金融資産の原資となった金銭の出捐者や管理処分権などを基に真の所有者の判定が行われています。 

 

審判所の裁決（平成19年6月26日）では、贈与事実の存否の判断に当たって、贈与税の申告及び納税の事実は、贈与事実を認定する上での一つの証拠とは認められる 

ものの、それをもって直ちに贈与事実を認定することはできないと解すべきであるとしています。 

配偶者の預金であるか否かの判定において、①その預貯金等は誰が管理処分権を有していたか、②その預貯金等の原資は誰の資金から拠出されたか、③贈与されたと 

主張する預貯金等の管理運用を被相続人が行っていたら贈与が認められない、④口座開設時の届出は誰が行っているのか、などが判断基準となっているようです。 

 

名義預金と判定されないためには、贈与を受けた事実とその名義の預金の管理処分の事実を積み重ねておくことが重要です。 

贈与を受けた事実の証明には、「贈与契約書」の作成とその契約に基づいて財産の贈与を行うこと、また、管理処分については、贈与を受けた者が自らの意思・権限で 

自由に預貯金等を移動（預け替えや出金等）させておくことなども必要です。 

 

 

                                                                （文責：山本和義） 

令和7年7月14日 

日 
No.387 

 

3分で分かる 相続対策のキモ（肝） ～その27～ 

名義預金の判定  


